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ごあいさつ 

 

人権とは、人間が人間らしく生きる権利で、生まれながらに持つ権利であり、誰に

とっても身近で大切なもの、違いを認め合う心によって守られるものです。人権の侵

害は、相手が誰であっても決して許されることではありません。そのため、一人ひと

りが人としての尊厳と価値について正しく理解し、人権とは何かを具体的に考えてい

く必要があります。 

 

一方で、近年の人権を取り巻く環境は、社会状況の変化に伴い、多様化・複雑化し

ています。従来からの人権課題に加え、セクシュアルマイノリティ◎16 への理解の不

足から生じる差別、ＳＮＳでの誹謗中傷など新たな人権課題も発生しています。また、

令和２年（2020 年）には新型コロナウイルス感染症が世界的に広がり、感染者やそ

の家族、医療従事者などへの差別や誹謗中傷が広く問題となりました。 

 

こうした状況から、町として様々な人権課題について、あらゆる教育、研修等の場

を通じて、人権意識を日常生活に定着させ、子どもから大人まですべての町民が一人

ひとりの人権を尊重し、共に認め合いお互いに思いやる町の実現を目指し「湯沢町人

権教育・啓発推進計画」を策定いたしました。従来の取り組みに加え、今後は本計画

に基づき人権教育と人権啓発の推進を図ってまいります。 

 

結びに、本計画の策定にあたり、貴重なご意見をいただきました「湯沢町人権教育・

啓発推進計画策定委員会」の委員の皆様、町民意識調査にご協力をいただきました皆

様に心から感謝申し上げますとともに、町民の皆様にはより一層のご理解とご協力を

お願い申し上げます。 

 

令和６年３月         

湯沢町長 
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第１章 計画の策定にあたって 

１．計画策定の趣旨 

人権は誰もが生まれながらにして持つ権利です。昭和 23 年（1948 年）に国連で採択され

た「世界人権宣言」では、「すべての人間は、生まれながらにして自由であり、かつ、尊厳と

権利とについて平等である。人間は、理性と良心とを授けられており、互いに同胞の精神を

持って行動しなければならない」とうたわれています。また、「日本国憲法」でもすべての国

民に基本的人権を保障しています。 

このような考えのもと、国内外では様々な人権に関する施策が進められてきました。しか

しながら、今日においても国籍、文化、習慣、性別、世代、考え方の違いによる不当な差別や

偏見がみられます。こうした人権侵害の要因としては、人々の中にある自分とは異なるもの

を受け入れられない、認められないという考え方や、非合理的な社会慣習からくる意識の存

在が考えられます。また、国際化、情報化、高齢化、少子化など近年の急速な社会変化も要因

のひとつとしてあげられます。 

現在、人権に関する問題は多様化しており、女性、子ども、高齢者、障がい者、外国人、部

落差別問題（同和問題）、感染症患者などの人権課題に加え、性的マイノリティへの差別・偏

見、インターネット上での差別発言、個人情報等にかかわるプライバシーの侵害など新たな

課題も出てきています。 

湯沢町ではこれまで、「障害者差別解消法※1」の施行に合わせた人権講演会の開催や、人権

相談の実施、湯沢学園でのあいさつ運動等に取り組んできましたが、今後も、様々な人権に

関する課題について、行政と町民が一体となって取り組み、町民一人ひとりの尊厳が守られ

る社会を実現していく必要があります。このような社会情勢や本町の状況、町民の意識等に

即して「湯沢町人権教育・啓発推進計画」を策定します。 

  



2 

２．計画の位置づけ 

本計画は、国の「人権教育・啓発推進法※2」第５条に基づき策定し、国の「人権教育・啓発

に関する基本計画◎8」や新潟県の「新潟県人権教育・啓発推進基本指針」をはじめ、不当な差

別的取り扱いの禁止や合理的配慮の提供について定めた「障害者差別解消法※1」、特定の民族

や国籍の人々を排斥する不当な差別的言動は許されないとする「ヘイトスピーチ解消法※3」、

部落差別の解消の必要性について国民の理解を深め、部落差別のない社会を実現することを

基本理念とした「部落差別解消推進法※4」の人権３法や国や新潟県の各種法令、関連計画の内

容を踏まえるものとします。 

また、本町の最上位計画である「湯沢町総合計画（2021-2030）」では、“一人ひとりが高

い人権意識を持ち、個人の人権が尊重され、差別や偏見のない社会を目指すととともに、男

女が平等に社会のあらゆる分野において共に参画し、多様な生き方を選択できる社会形成を

目指す”として、人権尊重を推進していくことを掲げています。この「湯沢町総合計画（2021-

2030）」をはじめ、本町の関連計画との整合を図りながら、町の行政全般にわたり人権尊重の

視点で施策を推進するための基盤となる計画とします。 
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３．計画の期間 

本計画の期間は、令和６年度（2024 年度）から令和 10 年度（2028 年度）の５年間としま

す。ただし、社会情勢の変化や町の状況を踏まえて、必要に応じて見直しを検討します。 

４．人権に関する国内外の動き 

（１）国際的な動き 

二度の世界大戦を経験し、世界各地で多くの犠牲者を出した時代を経て、人々は平和が何

よりも尊いものであり、人権が尊重されるべきものであることを学びました。 

この経験を踏まえ、昭和 23 年（1948 年）、第３回国連総会では人権及び自由を尊重し確保

するために、「すべての人民とすべての国とが達成すべき共通の基準」を宣言した「世界人権

宣言」が採択され、今日の基本的人権の考え方を示しました。これを契機に、「国際人権規約

◎4」の採択や様々な分野における人権に関する諸条約が採択・発効され、国連加盟国に対して

批准・加入が求められてきました。 

しかしながらその後も、民族や宗教の違い等を起因として、世界各地で紛争や内戦等が続

いており、飢餓や難民問題など、深刻な人権に関する課題が表出しています。 

このような事態を鑑み、平成６年（1994 年）、国連総会において平成７年（1995 年）から

10 年間を「人権教育のための国連 10 年◎9」とすることを決議し、加盟各国に人権施策の取

り組みの強化を求めました。最終年次である平成 16 年（2004 年）には、「人権教育のための

世界計画◎10」とする決議が採択され、引き続きあらゆる分野において人権教育を推進してい

くこととなっています。 

そのほか、令和元年（2019 年）から世界中に広まり、大きな影響を及ぼしている新型コロ

ナウイルス感染症（ＣＯＶＩＤ-19）は、これまでに経験したことのない社会経済情勢の変化

をもたらし、これを起因とする人権問題の深刻化や新たな問題が生じています。このような

世界的な変化の中、互いの人権を尊重することの重要性があらためて認識されており、人権

教育・啓発の必要性が高まっています。 

 

（２）国の動き 

我が国の人権における取り組みは、「日本国憲法」の基本的人権の尊重の考えのもと進めら

れています。また、国際社会の一員として、国連総会で採択された様々な人権に関する諸条

約に批准・加入するとともに、我が国固有の人権問題である部落差別をはじめ、女性や子ど

も、障がいのある人等の個別の人権課題に対して、国内法を整備しています。 

平成７年（1995 年）には、国連総会で決議された「人権教育のための国連 10 年◎9」を受

け、内閣に「人権教育のための国連 10 年推進本部」を設置し、平成９年（1997 年）に「『人

権教育のための国連 10 年』に関する国内行動計画」が策定され、あらゆる場を通じて人権教

育を推進するとともに、女性、子ども、高齢者、障がい者、部落差別問題（同和問題）、アイ

ヌの人々、外国人、ＨＩＶ感染者等、刑を終えて出所した人等を重要課題とし、対応の方向
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性を示しています。 

また、平成９年（1997 年）には、５年間の時限立法として、「人権擁護施策推進法」が施

行され、人権教育・啓発に関する施策等を推進すべき国の責務が定められました。平成 12 年

（2000 年）にはこうした流れを受けて「人権教育・啓発推進法※2」が施行され、人権教育・

啓発に関する理念が明示されるとともに、国・地方公共団体・国民の責務が明確に規定され

ています。平成 14 年（2002 年）には同法に基づいた「人権教育・啓発に関する基本計画◎8」

が策定され、人権教育及び啓発に関する施策の総合的かつ計画的な推進が図られています。 

人権に関する近年の法整備としては、平成 25 年（2013 年）に「いじめ防止対策推進法」、

平成 26 年（2014 年）に「子どもの貧困対策推進法※5」、平成 28 年（2016 年）に「障害者

差別解消法※1」、「ヘイトスピーチ解消法※3」、「部落差別解消推進法※4」、平成 30 年（2018 年）

に「政治分野における男女共同参画推進法※6」、令和元年（2019 年）に「アイヌ支援法※7」が

それぞれ施行され、個別の人権課題の解消に向けた取り組みが進められています。 

さらに、令和５年（2023 年）４月にはこども施策を社会全体で推進していくための包括的

な基本法である「こども基本法」が施行されています。 

 

（３）新潟県の動き 

新潟県では、これまで庁内関係課で構成する「新潟県同和対策連絡会議」を設置するとと

もに、「同和対策総合計画」を策定して部落差別問題（同和問題）の解決のため各種施策が進

められてきました。また、個別の人権課題ごとに独自の計画や方針を持ち、それぞれ人権に

配慮した施策を実施しています。平成 16 年（2004 年）には、「人権教育・啓発推進法※2」に

基づき、「新潟県人権教育・啓発推進基本指針」が策定され、令和２年（2020 年）及び令和

３年（2021 年）には同指針が改定されています。 
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５．湯沢町のデータ 

（１）人口・世帯の状況 

本町の総人口は減少しており、令和２年（2020 年）では 7,767 人となっています。 

年齢３区分別人口割合の推移をみると、15 歳未満の年少人口割合、15～64 歳の生産年齢

人口割合が減少している一方、65 歳以上の老年人口割合は増加しており、令和２年（2020

年）の高齢化率は 38.1％と、少子高齢化が進んでいます。 

■総人口の推移※平成 17 年、22 年、令和２年は年齢不詳がいるため、各区分の合計と総合計が一致しない 

 

資料：国勢調査 

■年齢３区分別人口割合の推移 ※年齢不詳は含まず計算、また各区分の割合を小数点以下第２位で四捨五

入しているため、合計値が 100.0％にならない場合がある 

 

資料：国勢調査 
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一般世帯数は平成２年（1990 年）から平成 17 年（2005 年）にかけて減少していました

が、それ以降は増加しています。１世帯当たりの人員をみると、一貫して減少しており、世

帯規模が縮小しています。 

 

■一般世帯数と１世帯当たり人員の推移 

 

資料：国勢調査 
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（２）分野別人権課題に関わる町民の状況 

女性の労働力率はいわゆるＭ字カーブを描き、30～34歳で労働力率が低く、妊娠・出

産・子育てで退職等をする女性が多いことがうかがえます。 

 

■年代別女性の労働力率 令和２年（2020 年） 

 

資料：国勢調査 

 

要支援・要介護認定者数は、やや増加傾向にあります。今後も高齢化の進行により、一層
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令和３年（2021 年）～令和４年（2022 年）のみ介護保険事業状況報告月報（各年３月末現在） 
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障害者手帳所持者数は、平成 30 年（2018 年）以降増加傾向にあります。手帳別にみると、

療育手帳所持者数は概ね横ばい、身体障害者手帳所持者数と精神障害者保健福祉手帳所持者

数が増加傾向にあります。 

 

■障害者手帳所持者数の推移               

 
     資料：湯沢町第６期障がい福祉計画・第２期障がい児福祉計画、湯沢町町民課（各年３月末現在） 

 

外国人登録者数は令和２年（2020 年）まで増加傾向にありましたが、令和３年（2021 年）

に新型コロナウイルス感染症の影響により大きく減少し、令和５年（2023 年）にかけて増加

しています。 

 

■外国人登録者数の推移 

 

資料：湯沢町町民課（各年２月末現在） 
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転入者数と転出者数の推移をみると、平成 30 年（2018 年）から令和４年（2022 年）のい

ずれの年においても転入者が転出者を上回っています。 

転入者数の年代別推移をみると、15～34歳の転入者は令和３年（2021 年）以降減少傾向

にある一方で、35～64歳と 65歳以上の転入者は増加傾向にある状況がみてとれます。 

 

■転入者数と転出者数の推移 

 

資料：新潟県人口移動調査結果報告（各年 10 月１日現在） 

 

■転入者数の年代別推移（「従前の住所地が不明の者」、「職権記載による者」及び「帰化による者」を除く） 

 

資料：新潟県人口移動調査結果報告（各年 10 月１日現在） 
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６．アンケート結果等のまとめ 

（１）調査の概要 

・調査地域：町内全域 

・調査対象者：18 歳以上の湯沢町民 1,200 人（年齢階層別に無作為抽出） 

・調査期間：令和４年（2022 年）８月１日～８月 26 日 

・調査方法：郵送配付・郵送回収 

 

配付数 有効回収数 有効回収率 

1,200 件 343 件 28.6％ 

 

（２）調査結果（一部抜粋） 

【人権に関心があるか】 

人権に関心があるかについて、「かなり関心がある」「どちらかと言えば関心がある」を合わ

せた“関心がある”が 72.6％、「どちらかと言えば関心がない」「まったく関心がない」を合わ

せた“関心がない”が 24.4％となっています。 

 

  

14.6 58.0 22.7 

1.7 

2.9 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

湯沢町全体（n＝343）

かなり関心がある どちらかと言えば関心がある

どちらかと言えば関心がない まったく関心がない

不明・無回答
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【関心のある人権課題】 

関心のある人権課題について、「インターネットによる人権侵害について」が 53.4％と最も高

く、次いで「障がいのある人の人権について」が 49.9％、「女性の人権について」が 46.6％とな

っており、町民の関心の高いテーマは多岐にわたっています。 

 

【基本的人権が守られていると思うか】 

基本的人権が守られているかについて、「よく守られている」「だいたい守られている」を合

わせた“守られている”が 56.3％、「あまり守られていない」「守られていない」を合わせた“守

られていない”が 26.9％となっています。 

 

【人権侵害を受けたと感じた経験】 

人権侵害を受けたと感じた経験について、「ない」が 45.2％と最も高く、次いで「ある」が

37.3％、「わからない」が 15.5％となっています。 
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【人権侵害だと感じた内容】 

人権侵害の内容について、「噂や悪口、陰口を言われた」が 51.6％と最も高く、次いで「パワ

ハラ（職場的立場を利用したいやがらせ）を受けた」が 35.9％、「職場で不当な待遇を受けた」

が 35.2％となっています。 

 

【人権侵害を受けた場合の対応】 

人権侵害を受けた際の対応について、「何もしなかった」が 38.3％と最も高く、次いで「友人、

同僚、上司に相談した」が 32.0％、「両親、兄弟姉妹、子ども、親せきに相談した」が 29.7％と

なっています。 
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（n=128）
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（％）（n=128）
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（３）分野別人権課題に関わる現状と課題 

①女性の人権について 

【国の動向】 

・国では、平成 13 年（2001 年）に「ＤＶ防止法※8」を制定し、女性に対する暴力を防止する

法制度の整備に取り組んできたほか、平成 27 年（2015 年）に「女性活躍推進法※9」が制定

され、働く場での活躍を希望する女性の個性と能力が発揮された社会の実現のための取り組

みが進められています。 

【町のデータ】 

・30～34 歳で女性の労働力率が低く、妊娠・出産・子育てで退職等をする女性が多いことがう

かがえます。 

【アンケート調査結果】 

・女性の人権について関心がある割合は全体の４割以上を占めています。 

・女性の人権について尊重されていないと思うこととして、「就職時の採用条件、仕事の内容、

昇給昇進における差別待遇」が最も多く、次いで「結婚、妊娠、出産、不妊などについての干

渉や圧力」となっています。 

・女性の人権を守るために必要だと思うこととして、「男女ともに働きながら、家事や育児、介

護を両立できる環境を充実させること」が最も多く、次いで「男女平等に関する学校教育や

社会教育を充実させること」となっています。 

 

 

 

  

【調査結果から見る課題】 

性別にかかわらず個人として尊重されるよう、人権教育や啓発を通して男女共同参

画の意識醸成を図るとともに、女性が働きやすい環境づくりを進めていくことが求め

られています。 
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②子どもの人権について 

【国の動向】 

・国では、平成６年（1994 年）に国連で採択された「子どもの権利条約◎5」を批准し、子ども

の最善の利益を守り、健やかな発達と子ども独自の権利を擁護することが合意されました。

また、平成 25 年（2013 年）には、「いじめ防止対策推進法」が制定され、社会状況を踏まえ

た子どもを取り巻く課題への対応が求められています。さらに、令和５年（2023 年）４月に

はこども施策を社会全体で推進していくための包括的な基本法である「こども基本法」が施

行されています。 

【町のデータ】 

・15 歳未満の年少人口は減少しており、令和２年（2020 年）で 678 人、全体の 8.9％となっ

ています。 

【アンケート調査結果】 

・子どもの人権について尊重されていないと思うこととして、「親や同居者が虐待、ネグレクト

（無視、放置）すること」が最も多く、次いで「子ども同士の暴力、仲間はずし、無視などの

いじめ」となっています。ネットいじめが存在することについては、「知っている」が全体の

８割を占めています。 

・子どもの人権を守るために必要だと思うことについては、「家庭内の人間関係を安定させ、家

族の信頼関係を築くこと」が最も多く、次いで「経済的安定や精神的安定など、家庭内の環

境の安定を保つこと」となっています。また、学校で推進していく人権教育、同和教育につ

いては「積極的にする方がよい」が最も多くなっています。 

 

 
 

【調査結果から見る課題】 

外からでは見えづらい家庭内やネット上で起きる人権侵害にも対応できるよう、関係

機関との連携を強化していくとともに、人権尊重の心を育てる学校教育も推進していく

必要があります。 
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③高齢者の人権について 

【国の動向】 

・国では、平成８年（1996 年）に「高齢社会対策大綱」が策定、平成 12 年（2000 年）には

「介護保険制度」が導入され、社会全体で高齢者を支える仕組みづくりが進められています。

また、平成 18 年（2006 年）には「高齢者虐待防止法※10」を施行し、高齢者の虐待からの救

済及び介護者の支援に関する取り組みが推進されています。一方で、平成 28 年（2016 年）

には「成年後見制度利用促進法※11」が施行され、制度を必要とする人が利用できるよう、成

年後見制度◎13に関する施策が推進されています。 

【町のデータ】 

・65 歳以上の老年人口は増加しており、令和２年（2020 年）で 2,958 人、全体の 38.1％を占

めています。 

・要支援・要介護認定者数はやや増加傾向にあり、今後も高齢化の進行により、一層増加する

ことが予測されます。 

【アンケート調査結果】 

・高齢者の人権について尊重されていないと思うことについて、「悪質商法や特殊詐欺による高

齢者の被害が多いこと」が最も多く、次いで「高齢者が暮らしやすい街づくり、住宅づくり

が進んでいないこと」となっています。 

・高齢者の人権を守るために必要だと思うことについて、「高齢者が自立できる、生活しやすい

環境を整備すること」が最も多く、次いで「生きがい対策を整備、充実させること」となっ

ています。 

 

 

 

  

【調査結果から見る課題】 

高齢者が自立して生活できるよう、消費者被害の防止に向けた啓発や、就労等社会参

画の機会の充実が求められています。 
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④障がいのある人の人権について 

【国の動向】 

・国では、平成 25 年（2013 年）に「障害者雇用促進法※12」が改正、平成 28 年（2016 年）に

「障害者差別解消法※1」の施行等の法整備が進み、障がいのある人の自立や障がいの特性を

踏まえた権利擁護に関する取り組みが推進されています。 

【町のデータ】 

・障害者手帳所持者数は増加傾向にあります。手帳別にみると、療育手帳所持者数は概ね横ば

い、身体障害者手帳所持者数と精神障害者保健福祉手帳所持者数が増加傾向にあります。 

【アンケート調査結果】 

・障がいのある人の人権について関心がある割合は５割を占めています。 

・障がいのある人の人権について尊重されていないと思うことについて、「障がいのある人に対

する人々の理解が不十分であること」が最も多く、次いで「働ける場所や機会が少なく、あ

っても不利なことが多いこと」となっています。 

・障がいのある人の人権を守るために必要だと思うことについて、「就業機会を確保すること」

が最も多く、次いで「障がいのある人も一緒に学習できる学校教育環境を整備すること（イ

ンクルーシブ教育◎1）」、「相談、支援体制を充実させること」となっています。 

 

 

  

【調査結果から見る課題】 

障がいのある人が不自由なく社会参加できるよう関係機関と連携して、就労機会の

提供体制を強化していくとともに、障がいのある人も一緒に学習できる多様で柔軟な

仕組みを整備することが求められています。 
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⑤部落差別問題（同和問題）について 

【国の動向】 

・わが国固有の問題である部落差別問題（同和問題）に対して、国では昭和 44 年（1969 年）

に「同和対策事業特別措置法」を施行し、国や地方公共団体において、様々な特別対策を実

施してきました。その結果、環境改善を中心とする物的な基盤整備は着実に成果を上げたも

のの、教育や就労などの分野でなお課題が残されています。平成 28 年（2016 年）には「部

落差別解消推進法※4」が施行され、「部落差別はいまだ存在する」としたうえで、地方公共団

体は部落差別の解消に向けて、地域の実情に応じた施策を講ずることが求められています。 

【アンケート調査結果】 

・部落差別問題（同和問題）の認知度について、「知っている」が最も多く、次いで「聞いたこ

とはあるが詳しくは知らない」となっています。 

・部落差別問題（同和問題）で人権上特に問題があると思うことについて、「就職の際や職場に

おいて不利な扱いをすること」が最も多く、次いで「差別的な発言や行動をすること」とな

っています。 

・部落差別問題（同和問題）を解決するために必要だと思うことについて、「学校や地域、企業

において講演会を行うなど同和教育を進めること」が最も多く、次いで「被差別部落の生活

環境を整備し、周辺地域との公平性を確保すること」となっています。 

 

 

 

 

  

【調査結果から見る課題】 

多くの町民が部落差別問題（同和問題）について正しい理解と認識を深めるよう、同

和教育を推進していくことが求められています。 

コラム ～身元調査について～ 

身元調査とは、結婚や就職などの際に、本籍や家庭環境、思想・信条などを、本人の

知らないところで調べることです。 

これまで全国では、第三者の戸籍謄本や住民票などを不正に取得する事件が起きてお

り、プライバシーの侵害や結婚差別、就職差別などの人権侵害につながるおそれがあり

ます。 

身元調査をなくすためには「身元調査は差別行為・人権侵害であること」を認識し、

私たち一人ひとりが偏見や差別意識をもたないよう心がけていくことが大切です。ま

た、本人通知制度（住民票の写しや戸籍謄本などを第三者に交付したことを、事前に登

録した方にお知らせする制度）もありますから活用することが大切です。 
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⑥外国から来た人の人権について 

【国の動向】 

・国では多文化共生社会◎17を目指し、平成７年（1995 年）に「人種差別撤廃条約◎12」を批准

し、人種・民族等を理由とするあらゆる差別の撤廃に対する取り組みを進めてきました。ま

た、平成 28 年（2016 年）に「ヘイトスピーチ解消法※3」が施行され、ヘイトスピーチを抑

止、解消する取り組みが進められています。 

【町のデータ】 

・外国人登録者数は令和２年（2020 年）まで増加傾向にありましたが、令和３年（2021 年）

に新型コロナウイルス感染症の影響により大きく減少し、令和５年（2023 年）にかけて増加

しています。 

【アンケート調査結果】 

・外国から来た人の人権に関して尊重されていないと思うことについて、「言葉や生活習慣が違

うため、地域社会で受け入れられにくいこと」が最も多く、次いで「外国から来た住民につ

いて理解や認識が十分でないこと」となっています。 

・外国から来た人の人権を守るために必要だと思うことについて、「日本人と外国から来た人が

ともにお互いの情報を提供しあうこと」が最も多く、次いで「日本人が外国から来た人の事

情を理解すること」「外国から来た人との交流の機会を増やすこと」となっています。 

 

 

 
 

  

【調査結果から見る課題】 

外国から来た人と住民との間での、交流機会の創出等により、違いを認めて協力し合

い、共に暮らしやすい環境をつくることが求められています。 
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⑦移住・定住した人の人権について 

【町のデータ】 

・平成 30 年（2018 年）から令和４年（2022 年）のいずれの年においても転入者が転出者を上

回っています。 

・転入者数の年代別推移をみると、15～34 歳の転入者は令和３年（2021 年）以降減少傾向に

ある一方で、35～64 歳と 65 歳以上の転入者は増加傾向にある状況がみてとれます。 

【アンケート調査結果】 

・アンケート回答者のうち、「湯沢町出身ではない」の割合が５割となっており、町外から移住

する方が多くいる状況がうかがえます。 

・移住・定住した人の人権について尊重されていないと思うことについて、「生まれつきの住民

が移住・定住した人について理解しようとしないこと」が最も多く、次いで「移住・定住し

た人に生活に必要な情報が行きわたらないこと」となっています。 

・移住・定住した人の人権を守るために必要だと思うことについて、「移住・定住した人との交

流の機会を増やすこと」が最も多く、次いで「生まれつきの住民と移住・定住した人がとも

にお互いの情報を提供すること」となっています。 

 

 

  

【調査結果から見る課題】 

地域において移住・定住した人との交流機会を創出し、お互いについての理解を深

めることや、移住・定住した人に対して、生活に必要な情報の発信を強化することが

求められています。 
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⑧感染症患者等の人権について 

【国の動向】 

・国では、令和３年（2021 年）に「新型インフルエンザ等対策特別措置法等の一部を改正する

法律」が施行され、新型コロナウイルス感染症の感染者やその家族、医療従事者等の人権が

尊重され、差別的な取り扱いを受けることのないよう、新たに偏見や差別を防止するための

規定が設けられました。また、今なおＨＩＶ感染症やハンセン病、新潟水俣病などに関して

も、正しい知識と理解が十分普及していないために、患者やその家族に対する偏見が存在し

ています。 

【アンケート調査結果】 

・感染症患者等の人権について尊重されていないと思うことについて、「根拠のない噂を流され

ること」が最も多く、次いで「本人の了解なく感染した事実を晒されること」となっていま

す。 

・感染症患者等の人権を守るために必要だと思うことについて、「プライバシー保護を徹底させ

ること」が最も多く、次いで「感染症について学習できる学校教育環境を整備すること」と

なっています。 

 

 

  

【調査結果から見る課題】 

不正確な情報や誤った認識から生まれる差別や偏見等による人権侵害を防ぐために、

正しい知識を広く周知し、理解を深めていくことが求められています。 
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⑨インターネットによる人権侵害について 

【国の動向】 

・国では、平成 14 年（2002 年）に「プロバイダ責任制限法※13」が施行され、人権侵害が起き

た際の取り締まりを進めてきました。また、インターネットの掲示板等に公表する行為によ

り、被害者が大きな精神的苦痛を受ける、「リベンジポルノ」の被害が発生するなどの実情に

鑑み、平成 26 年（2014 年）に「リベンジポルノ防止法※14」が施行されました。一方で、掲

示板やＳＮＳの普及により、それらの利用に際して、他人の人権を侵害してしまう事件が発

生しており、インターネットでの人権侵害を防ぐことが課題となっています。 

【アンケート調査結果】 

・関心のある人権問題について、「インターネットによる人権侵害について」が全体の５割以上

を占めています。 

・インターネットによる人権侵害だと思うことについて、「インターネット上で子ども同士が中

傷の書き込みをしたり仲間外れにすること」が最も多く、次いで「他人の誹謗中傷や差別的

な表現など人権を侵害するサイトがあること」となっています。 

・インターネットによる人権侵害をなくすために効果的だと思うことについて、「違法な情報発

信者に対する監視や取り締まりを強化すること」が最も多く、次いで「小中学生から正しい

インターネット利用の教育を学校で推進すること」となっています。 

 

 

 

【調査結果から見る課題】 

インターネットの利用方法やモラル等について啓発を強化していくとともに、規制

や管理方法による人権擁護や犯罪のリスクを未然に防ぐための監視・取り締まりの強

化が求められています。 
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第２章 基本的な考え方 

１．基本理念 

人権とは、人が人らしく生きていくために認められている権利であり、誰もが生まれなが

らに持つ、誰からも侵されることのない権利です。 

日本国憲法では、第 11条において「国民は、すべての基本的人権の享有を妨げられない。

この憲法が国民に保障する基本的人権は、侵すことのできない永久の権利として、現在及び

将来の国民に与へられる。」とし、第 14条において「すべて国民は、法の下に平等であつて、

人種、信条、性別、社会的身分又は門地により、政治的、経済的又は社会的関係において、差

別されない。」としています。すべての人々が人権を享有し、平和で豊かな社会を実現するた

めには、認め合い、互いの人権を尊重し合うことが重要です。 

本町は、豊かな自然に恵まれ、古くは宿場町として、歴史ある温泉の町として、また国内

有数のスキーリゾート地として栄えるなど、地域固有の文化を形成してきました。先人が培

ってきた思いやり・おもてなしの精神を今後も町民一人ひとりが持ち続け、お互いに思いや

ることで、誰もが暮らしやすい人権尊重の町の実現につながります。 

本計画では、こうした思いをもとに基本理念を以下のように定め、人権教育や人権啓発に

関する施策に取り組みます。 

 

２．施策体系 

 

【基本理念】 

共に認め合い 互いに思いやる 君と一緒に暮らす町 

１．家庭・地域社会における人権教育・啓発の推進 

２．学校などにおける人権教育の推進 

３．職場における人権教育・啓発の推進 

人権教育・啓発の推進 

分野別人権施策の推進

１．女性の人権 

２．子どもの人権 

３．高齢者の人権 

４．障がい者の人権 

５．部落差別問題（同和問題） 

６．外国から来た人の人権 

７．移住・定住者の人権 

８．感染症患者等の人権 

９．インターネットにおける人権 

11．その他の人権 

10．セクシュアルマイノリティ◎16の人権 
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３．計画の推進 

（１）推進体制 

人権に関する課題は多岐にわたり、社会潮流の変化とともに個々の課題が多様化・複雑化

しています。町民の人権尊重の意識を高めていくために、本計画が広く町民に浸透するよう、

様々な機会を捉えて積極的な周知に努めます。 

また、本計画を総合的かつ効果的に推進するために、新潟県や近隣自治体と連携を図ると

ともに、教育機関、企業等事業所、民間団体やボランティア等、行政と各実施主体とが対等

なパートナーとして協働する関係を構築し、人権尊重の社会の実現を目指します。 

 

（２）進行管理 

本計画に掲げた取り組みについて、適宜実施状況や進捗状況等について点検し、適切な進

行管理を行い、その結果を以後の施策に反映させます。 

また、人権を取り巻く社会情勢の変化や、国や新潟県の取り組み状況等を踏まえ、本計画

を変更する必要が生じた場合には、その見直しを行います。 

 

４．進捗管理の⼿法 

検証委員会を設置し、計画の効果的な推進に向けて、各施策の進捗管理をＰＤＣＡサイク

ルに基づいて実施します。 

※ＰＤＣＡサイクルとは、計画（Ｐｌａｎ）をたて、それを実行（Ｄｏ）し、実行の結果を

評価（Ｃｈｅｃｋ）して、さらに計画の見直し（Ａｃｔｉｏｎ）を行うという一連の流れ

をシステムとして進めていく方法です。 

 

５．数値目標 

本計画では、各種人権施策を推進していくことで達成を目指す目標値を以下の通り設定し

ます。なお、目標の達成状況を判定する目標年度は、原則、本計画の計画期間の最終年度で

ある令和 10 年度（2028 年度）とします。 
  

指標 
現状値 

Ｒ４(2022) 
目標値 

Ｒ10(2028) 
説明 

人権に関心のある

町民の割合 
72.6％ 77.0％ 

町民意識調査にて「人権について関心がある

か」の問いに「かなり関心がある」「どちらかと

いえば関心がある」と答えた町民の割合で、町民

の人権意識を図る指標です。 

基本的人権が守ら

れていると思う町

民の割合 

56.3％ 60.0％ 

町民意識調査にて「基本的人権が守られている

と思うか」の問いに「よく守られている」「だい

たい守られている」と答えた町民の割合です。 
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第３章 人権教育・啓発の推進 

「人権の世紀」と呼ばれる 21 世紀において、人権尊重の社会づくりは推進されているもの

の、残念ながら人権や生命を軽視する動きは、多様化・高度化する社会においても依然とし

て存在しています。 

その中で、平成 28 年（2016年）には、不当な差別的取り扱いの禁止や合理的配慮の提供

について定めた「障害者差別解消法※1」、特定の民族や国籍の人々を排斥する不当な差別的言

動は許されないとする「ヘイトスピーチ解消法※3」、部落差別の解消の必要性について国民の

理解を深め、部落差別のない社会を実現することを基本理念とした「部落差別解消推進法※4」

という人権問題に関する法律が３つ施行され、人権問題の解消に向けた法整備が進んでおり、

様々な人権問題や関連した動きについて、さらなる啓発に注力していく必要があります。 

人権学習・啓発が行われる場面として、「家庭・地域社会」「学校」「職場」の３つの場面で

整理を行い、各場面ごとに現状や課題をまとめ、施策の方向性を定めました。 

  

【家庭・地域社会】

 

【学校】 

 

【職場】 

 



25 

１．家庭・地域社会における人権教育・啓発の推進 

（１）まとめ 

核家族化や地域のつながりの希薄化など、家庭を取り巻く社会環境は大きく変化してお

り、それに伴い子育て家庭の孤立が進行し、親の育児負担が増大しています。また、親同

士が互いに子育てについて情報交換したり学んだりする機会も少なくなっているといわれ

ており、そうした社会からの孤立によって、子育ての不安やストレスを抱えている親が増

えています。さらに、家庭の経済状況によっては、子どもが十分な食事や学習を享受でき

ない「子どもの貧困問題」も無視できない課題として世界的に取り上げられています。そ

して、これらのことが、児童虐待◎7の要因になっていると指摘されています。 

また、子ども以外にも、障がいのある人を取り巻く問題として、障がいや障がいのある

人に対する誤解、偏見という心理的な障壁、就労や生活に関する障壁、視覚や聴覚等の障

がいによる情報入手やコミュニケーションに関する障壁など、生活を送る上で様々な障壁

が指摘されています。 

高齢者についても、社会参加の機会や、住宅の賃貸を拒否されるなどの問題が起きると

ともに、地域社会や家族関係が大きく変容する中で、虐待や地域からの孤立、高齢者を狙

った悪質商法や特殊詐欺の発生といった問題も生じています。また、認知症が進行すると、

記憶障がいや認知障がいにより、周りの人を悩ませる不可解な行動や困った行動をしてい

るように見られるため、その結果、今までの人間関係が損なわれることや、その対応に家

族が疲弊してしまうこともあり、子どもから高齢者まですべての人が住みよい家庭を築く

ことが必要です。 

地域社会は、生活の基盤であり、一定の秩序と相互扶助で成り立っています。しかし近

年は、人口減少、少子高齢化、核家族化、ライフスタイルの多様化などを背景に、地域社会

の相互扶助機能の弱体化が問題となっています。すべての人が孤立せずに、役割と生きが

いを持ってその人らしい生活を送れるように、地域住民や地域の多様な主体が参画し、世

代の“支え手”“受け手”という関係を超え、地域がつながり合う「地域共生社会」が求め

られています。 

 

（２）施策の方向性 

家庭は、子どもが生命や人権の大切さを理解するとともに、基本的な生活習慣やマナー

を身につけ、人格形成の基礎を培う場として重要な役割を担っています。豊かな心は、何

気ない日常の暮らしの中で育まれるものであり、家庭における大人の人権意識を高めるこ

とが、子どもの健やかな成長に大きな意味を持っています。 

そのため、特に子育て世代に対しては、適切な育児情報の提供や相談事業の充実などに

より子育てへの不安の解消に取り組むとともに、子育ての楽しさを実感できるような機会

の提供を行います。家族が子ども一人ひとりの個性や能力を認め、子どもをあたたかく育

む家庭づくりを目指します。また家庭は、子どもから高齢者まですべての人々の生活の場

であり、憩いの場でもあります。育児・介護・家事などの役割を、性別や年齢に関わりな
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く、家族がお互いに助け合えるような関係を築くため、固定的な性別役割分担意識◎14の解

消に取り組みます。 

このほか、児童虐待◎7や高齢者虐待、夫婦や恋人間の暴力（ＤＶ＝ドメスティック・バイ

オレンス）◎19は生命に関わる深刻な人権問題であるとの認識を広めるための啓発を行うと

ともに、問題の解決を図るための取り組みやすべての人が生きがいを持って地域で安心し

て暮らせるための取り組みを進めます。 

また、あらゆる差別のない平和で明るい町を築くためには、一人ひとりが人権問題を自

らの生き方に関わる問題として受け止めるとともに、身近な生活の場において、お互いの

存在を認め、尊重し、助け合う関係を築き、「人権を大切にする」輪を広げていき、「地域共

生社会」を確立することが必要です。 
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２．学校などにおける人権教育・啓発の推進 

（１）まとめ 

人権教育を行い、子どもの頃から人権意識を育むうえで湯沢学園やこども園は重要な場

所です。人権に関する町民意識調査の結果でも、学校で人権教育、同和教育を積極的に推

進すべきという意見が多く、質の高い人権教育が求められています。 

また、学校や園における人権侵害として、長年いじめが深刻な社会問題として広く取り

上げられています。 

 

（２）施策の方向性 

学校や園は、子どもたちがかけがえのない人権をお互いに尊重し合いながら、人との出

会いや人間関係を通して、課題を解決していく力を育む場として、重要な役割を担ってい

ます。 

そのため、子どもたちの発達段階に応じ、人間の尊厳に基づく「生命」・「人権」を大切に

する教育を行うことにより、生活の中で自分の感情や考えを適切に表現する力を育むとと

もに、相手の意見を受け止めることができるコミュニケーション能力や、問題を解決する

能力などの向上を図ります。 

さらに、湯沢学園やこども園では、周辺地域が直面している人権問題を把握し、その解

決に向けて地域社会が一体となって取り組めるよう、家庭や地域との連携を深めます。 

また、研修機会の充実を図り、教職員や保育士等の資質向上と指導力の強化を目指すと

ともに、人権教育推進のための指導者養成に努めます。 

３．職場における人権教育・啓発の推進 

（１）まとめ 

企業内における人権問題としては、セクシュアル・ハラスメント◎15 やマタニティ・ハラ

スメント◎22 などの女性の人権に関する問題、パワー・ハラスメント◎21 や採用・昇進の公平

性に関わる問題、外国人労働者をめぐる問題、えせ同和行為◎2 を含む同和問題、個人情報

の管理など多様化しており、対応が複雑化するとともに、問題の本質が見えにくくなって

きています。そのような中、人権問題は環境問題と並び、企業における社会的責任（ＣＳ

Ｒ：Ｃorporate Ｓocial Ｒesponsibility）として取り組むことが求められています。 
 

（２）施策の方向性 

企業は社会を構成する一員であり、大きな社会的責任を負っています。 

このため、企業内における人権研修の積極的な推進を働きかけ、採用や昇進などにおけ

る機会均等、ハラスメントの防止など、すべての労働者の人権が尊重され、共に働きやす

い職場づくりの啓発に努めるとともに、企業からの人権に関わる相談に適切に対応できる

よう取り組みを進めます。 
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第４章 分野別人権施策の推進 

１．⼥性の⼈権 

（１）まとめ 

女性の人権を尊重するためには、男性と女性が対等なパートナーとして社会のあらゆる

分野に参画し、お互いの人権を尊重し、喜びも責任も分かち合う男女共同参画社会◎18を実

現することが欠かせません。 

特に、平成 27年（2015年）公布・施行の「女性活躍推進法※9」により女性の就業支援

が活発になり、女性も働ける社会が求められています。 

本町においても、女性の人権や男女共同参画に対する正しい理解と意識が身につくよう

な学習・啓発活動を推進するとともに、すべての女性が個性と能力を十分に発揮できる社

会の実現に向けて、取り組みを進めています。 

しかしながら、人々の意識や行動、社会的な慣行などの中には、いまだに女性に対する

差別的な取扱いや、女性の主体的な生き方を阻む固定的な性別役割分担意識◎14が根強く存

在し、職場における賃金格差、妊娠・出産時の女性への不利益な取扱い、性別による不平

等もぬぐえません。 

人権に関する町民意識調査からも、女性が自分の能力を発揮して働くことができる社会

の仕組みが整っていないことが問題であるという結果が出ており、男女の固定的な役割分

担意識の是正が求められています。 

また上記の問題以外にも、セクシュアル・ハラスメント◎15、ＤＶ（ドメスティック・バ

イオレンス）◎19、性暴力など、女性の人権を著しく侵害する事例が発生しており、女性の

人権に関する相談支援体制の整備・充実が必要とされています。 

  

コラム～「女性活躍推進法※9」について～ 

平成 27 年（2015 年）に「女性活躍推進法」が成立しました。 

この法律では、働く場面で活躍したいという希望を持つすべての女性が、その個性

と能力を十分に発揮できる社会を実現するために、事業主（国や地方公共団体、民間

企業等）に対し、女性の活躍推進に向けた数値目標を盛り込んだ行動計画の策定と公

表、女性の職業生活における活躍に関する情報の公表等が義務づけられています（対

象は、常時雇用する従業員数が 101 人以上の企業です）。 

【女性活躍推進法で事業主に義務づけられていること】 

●自社の女性の活躍に関する状況を把握し、課題分析を行うこと 

●状況把握、課題分析をふまえた行動計画を策定し、社内への周知公表を行うこと 

●⼀般事業主行動計画策定・変更届を都道府県労働局に届け出ること 

●女性の活躍に関する情報を公表すること 
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（２）施策の方向性 

女性の人権を尊重することは、男女平等を実現することにつながります。男性も女性も、

お互いの違いを認め合い、人権を尊重し合える社会の実現を目指します。 

①女性の人権についての正しい理解に向けた学習・意識啓発の推進 

○固定的な性別役割分担意識◎14の解消に向けた啓発を行います。 

○女性の人権に関する相談支援体制の充実を図り、相談者の気持ちに寄り添いながら問

題解決につなげられるよう取り組みを進めます。 

○ＤＶ（ドメスティック・バイオレンス）◎19の防止及び被害者の保護・支援を行います。 

②組織等における女性の参画の推進 

○女性の意見が町の政策や方針決定の場に反映できるよう、女性の町政参画を進めます。 

○「湯沢町特定事業主行動計画」に基づき、女性職員の活躍を推進するための各種施策

を実行します。 
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２．子どもの人権 

（１）まとめ 

湯沢町の未来を託す子どもたちが、一人の人間として尊重され、誇りを持って生きるこ

とができる社会づくりが求められています。 

本町においては、「湯沢町子ども・子育て支援事業計画」を策定し、子育ての責任は親が

担うべき重要な役割であることを基本としながらも、地域ぐるみの支え合いや子育て支援

の充実により、「子どもの最善の利益」が実現される社会を目指しています。 

しかしながら、少子化や家族規模の縮小、共働き家庭・ひとり親家庭の増加など、家族形

態が多様化する中で、親の育児負担感の増大と、家庭における養育・教育機能の低下が懸

念されています。また、家庭の経済状況によっては、子どもが満足な食事や教育を享受で

きない「子どもの貧困」も問題視されるようになっています。これらの要因が複雑に絡み

合うことにより、深刻な人権問題である児童虐待◎7につながる可能性があります。 

一方、教育の分野では、子どもの自尊感情◎6や豊かな人間関係の欠如、性や暴力に関する

情報の無秩序な氾濫といった様々な要因により、いじめや暴力行為・不登校などが見られ、

社会問題となっています。また、こういった教育上の課題が重なって現れることで、学力

や進路保障、生活面における配慮が必要な状況も生じています。 

人権に関する町民意識調査からは、児童虐待◎7 やネグレクト、子ども同士のいじめなど

が子どもを取り巻く問題であるとの結果が出ており、幅広い支援が必要とされています。 

  

コラム ～こども基本法について～ 

令和５年（2023 年）４月に、こども施策を社会全体で総合的かつ強力に推進していく

ための包括的な基本法として、こども基本法が施行されました。 

こども基本法では「子どもの権利条約◎5」のいわゆる４原則、「差別の禁止」、「生命、

生存及び発達に対する権利」、「児童の意見の尊重」、「児童の最善の利益」の趣旨が踏ま

えられています。大人から見た目線だけでなく、当事者である子どもや若者の意見を尊

重することが求められます。 
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（２）施策の方向性 

近年、児童虐待◎7やいじめ・子どもを狙った犯罪など、子どもの人権侵害が後を絶ちませ

ん。子どもが守られる環境をつくると同時に、子どもを保護の対象としてだけとらえるの

ではなく、一人の人間として子どもの意思や願いが尊重される社会づくりに努めます。 

そのために、「湯沢町子ども・子育て支援事業計画」および「湯沢町いじめ防止基本方針」

の基本的な考え方に基づき、次のような施策を進めます。 

①人権に関する理解を深めるための啓発・教育 

○教育委員会と連携し学校における人権教育を推進するとともに、人権擁護委員◎11とも

連携し、子どもが人権尊重の重要性、必要性についての理解を深める活動を行います。 

②子育て支援と児童虐待◎7の防止 

○子どもの発達や子育てに関する相談体制の充実と、虐待の早期発見・適切な支援を目

指します。 

○親子向けに子育てに関する講演会や講座を実施し、子どもの人権を尊重する関わり方

について理解を促進します。 

○保育士を対象に、子どもや親子への適切な支援を実践できるよう研修会を実施します。 

③健やかな成長に向けた地域ぐるみでの支援体制の充実 

○保護者や地域団体、地域住民等と連携し、地域全体での支援体制の整備に努めること

で、子どもの健やかな成長を町全体で支援していきます。 
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３．高齢者の人権 

（１）まとめ 

今後日本の高齢化は急速に進展することが予想され、本町においても高齢化率は令和 12

年（2030年）には 43.7％、令和 27年（2045年）には 50.3％に達し、町民の約２人に１

人が 65歳以上の高齢者という、超高齢社会となることが予測されています。高齢者が増加

すると同時に、認知症のある人が増えることも予想されます。認知症が進行すると、記憶

障がいや認知障がいにより、周りの人を悩ませる不可解な行動や困った行動をしているよ

うに見られるため、その結果、今までの人間関係が損なわれることや、その対応に家族が

疲弊してしまうことが少なくありません。 

このような中、本町では、「湯沢町老人福祉計画・介護保険事業計画」を策定し、高齢者

に寄り添うまちづくりを推進しています。健康で充実した高齢期を迎えられるように、ま

た生活の支援や介護が必要となった場合には、介護保険をはじめとした公的な福祉サービ

スの利用や、地域包括ケアシステムの構築により、地域の見守りや支え合いによって、安

心して暮らしていけるような地域社会づくりが求められています。 

しかしながら、全国的には、深刻な高齢者虐待のケースや、判断能力の不十分な高齢者

に対する財産面での権利侵害が発生しています。 

人権に関する町民意識調査からは、判断能力の不十分な高齢者に対する財産面での権利

侵害や高齢者の生活環境など、幅広い問題があるという結果が出ています。 

  

コラム ～高齢者を狙った悪質商法について～ 

悪質業者は高齢者の不安をあおり、親切にして信用させ、年金や貯蓄などの大切な

財産を狙っています。また、高齢者は自宅にいることが多いため、訪問販売や電話勧

誘販売による被害にあいやすいのも特徴です。 

トラブルにあわないために、高齢者に多いトラブルの事例や手口などについて知る

とともに、困ったときは、一人で悩まずに、相談窓口に相談するようにしましょう。 

最寄りの消費生活センター等相談窓口につながる「消費者ホットライン」（局番なし

188）のほか、本町においても、弁護士による無料相談会（要予約）を行っています。 
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（２）施策の方向性 

誰もが迎える高齢期を、住み慣れた地域で安心して暮らせる社会をつくるため、また高齢者

の尊厳が保たれ、生き生きとした生活を営めるよう、支援を行います。 

そのために、「湯沢町老人福祉計画・介護保険事業計画」の基本的な考え方に基づき、高齢者

の人権が尊重される社会の実現を目指して、次のような施策を展開します。 

①高齢者が安心して自立した生活を送ることができる環境づくり 

○バリアフリーやユニバーサルデザイン◎23の考え方を取り入れ、高齢となっても住み慣

れた地域で安心して自立した暮らしができるまちづくりを推進します。 

○就労やボランティア活動等において、高齢者が持つ能力や技術を発揮できる場の充実

を図ります。 

②高齢者の権利擁護 

○高齢者虐待の防止について啓発を行うと同時に、介護事業所等の福祉関係者との情報

共有の機会充実を図ります。 

○成年後見制度◎13の研修会を開催し、制度に対する理解促進を図ります。 

③地域の見守りや支え合い 

○地域包括支援センターを中心に、社会福祉協議会、民生委員・児童委員、町内会、老人

クラブ等の連携を推進し、地域全体で高齢期を総合的に支える体制づくりに努めます。 

○高齢者福祉の充実と在宅介護を行っている家族の負担軽減を図るため、今後も地域包

括支援センターの活動に関する啓発並びにサービスの充実に努めます。 

○認知症に対する理解と知識の普及や、町民一人ひとりが虐待に関する正しい知識を持

てるよう、周知・啓発に努めます。 
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４．障がい者の人権 

（１）まとめ 

本町においては、「湯沢町障がい者計画・障がい福祉計画・障がい児福祉計画」を策定し、

保健・医療・福祉・教育関係者はもとより、企業・事業所や町民一般の共通理解となること

を目指しています。 

しかし、近年、制度改革や施策の充実が行われてきたものの、障がいや障がいのある人

に対する誤解や偏見という心理的な障壁は解消されておらず、周囲の理解はまだまだ不十

分といえます。その中で、平成 28 年（2016年）に施行された「障害者差別解消法※1」に

おいて、「障害のある人に対する不当な差別的取扱いの禁止と、合理的配慮の提供」が事業

者や行政担当者に義務づけられました。今後は、より一層障がいの有無に関わらず、すべ

ての町民が住みやすいまちづくりを進めることが求められます。 

人権に関する町民意識調査からは、障がいのある人に関する理解や認識が十分でないこ

と、働く場所や機会が少なく、待遇も十分でないことが問題であるという結果が出ていま

す。さらに、関心がある人権分野として、障がいのある人の人権問題をあげる意見も多く、

さらなる推進が求められています。 
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（２）施策の方向性 

障がいのある人が、自らの権利をその人らしく行使しながら生き方を選択・決定し、安

心して暮らすことができるように、障がいのある人の意思や権利を尊重し、権利侵害に対

して適切な措置や救済が図れるような社会をつくらなければなりません。 

そのために、「湯沢町障がい者計画・障がい福祉計画・障がい児福祉計画」の基本的な考

えに基づき、次のような施策を進めます。 

①すべての人が自分らしくすごせるまちづくり 

○あらゆる機会を通じ、障がいや障がいのある人に対する理解を深め、すべての人が自

分らしく暮らせるよう意識啓発に努めます。 

○障がいのある人が暮らしやすい町はすべての人にとって優しい町であるとの認識に立

ち、ユニバーサルデザイン◎23を基本とした社会環境の整備を図ります。 

②地域生活の支援と社会参加の促進 

○障がいのある人が地域の中で希望する生活スタイルで暮らせるよう、地域ぐるみの支

援体制の構築と福祉サービスの充実を目指します。 

○障がいのある人の自己実現と社会参加を保障するため、日中活動できる場や就労環境

の整備を目指します。 

○障がいのある人やその家族、ボランティア、町民等が相互の親睦を深められる交流機

会の充実を進めます。 

③障がいのある人の権利擁護 

○成年後見制度◎13の研修会を開催し、制度に対する理解促進を図ります。 
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５．部落差別問題（同和問題） 

（１）まとめ 

わが国固有の人権問題である部落差別問題（同和問題）は、憲法が保障する基本的人権

の侵害に関わる深刻かつ重大な問題であるとして、昭和 40 年（1965 年）に国の同和対策

審議会答申が出されました。国は、この答申により“同和問題の解決は国の責務であると

同時に国民的課題である”との指摘を受け、昭和 44 年（1969 年）に「同和対策事業特別

措置法」を施行し、国や地方公共団体において、様々な特別対策を実施してきました。 

平成 28 年（2016 年）には「部落差別解消推進法※4」が施行され、「部落差別はいまだ存

在する」としたうえで、地方公共団体は部落差別の解消に向けて、地域の実情に応じた施

策を講ずることが求められています。 

人権に関する町民意識調査からは、多くの町民が、部落差別問題（同和問題）について正

しい理解と認識を深め、一人ひとりが差別しないという意識を高めること、そして地域社

会における同和教育を進めることが、部落差別問題（同和問題）を解決する取り組みとし

て必要であると考えているという結果が出ています。 

 

（２）施策の方向性 

部落差別問題（同和問題）についての正しい理解を深める学習とともに、人々の意識の

中に根強く存在する差別意識の解消と、地域住民の自立に向けたまちづくりを推進し、生

まれたところや住んでいるところによって差別を受けることのない明るいまちづくりを進

めます。 

①部落差別問題（同和問題）についての正しい理解と実践 

○学校において、部落差別問題（同和問題）への正しい理解を深める教育を進め、差別意

識を生まない人間関係づくりを目指します。 

○企業関係者が部落差別問題（同和問題）についても正しい理解を深め、企業の果たす

役割を実践できるよう、企業に対する啓発活動を行います。 

○町の職員や教職員に向け研修や講演会を開催し、正しい理解を深められ、資質向上を

図ることができる取り組みを行います。 

○相談窓口の周知を行い、差別を見逃さない体制で適切な対応を図ります。 
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６．外国から来た人の人権 

（１）まとめ 

外国から来た人との間でお互いの文化・習慣の違いや、十分言葉が理解されないことか

ら生じる誤解により、円滑な意思疎通が図れず社会生活上のルールが理解されないなど、

日常生活でトラブルが生じることがあります。 

また、必要な行政サービスや災害情報などが適切に伝わりにくく、医療・福祉・労働・防

災など様々な分野において問題が現れることが懸念されます。 

特に教育の分野では、外国籍の児童・生徒の中に、言葉の理解が不十分なため学習につ

いていけなかったり、学校になじめないことで不登校になったりするケースも見受けられ、

外国籍の児童・生徒の学習を保障することが大きな課題となります。 

人権に関する町民意識調査からは、外国人の生活習慣や文化への理解や認識が十分でな

いことや、地域社会において交流する機会が少ないことが問題であるという結果が出てい

ます。 

 

（２）施策の方向性 

地域で生活する外国人の人権を守るために、お互いのアイデンティティーの違いを正し

く認識し尊重しながら、共に信頼し合って暮らすことのできる町の実現を目指します。 

①外国から来た人が安心して暮らせるまちづくり 

○日本語の理解が十分でない人に対し、多言語での行政情報の提供が行えるよう取り組

みを進めます。 

○国籍に関係なく誰もが快適に暮らせる多文化共生の地域づくりに向けて啓発を行いま

す。 

○外国から来た児童・生徒の日本語習得を支援し、学習指導や生活指導、教育相談など

により学校生活を円滑に送れるよう支援します。 

○外国から来た人を雇用する企業に、誰もが働きやすい労働環境の整備や多文化共生に

関する啓発を進めます。 
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７．移住・定住者の人権 

（１）まとめ 

本町においては、転入者が転出者を上回る傾向が続いているように、移住・定住する人

が多くいる状況にあります。このような状況のなか、生活習慣の違いや、交流の不足によ

って日常生活でトラブルが生じるおそれがあります。 

人権に関する町民意識調査からは、地域で暮らしてきた人と移住定住者との間での相互

理解と、お互いの交流機会を増やすことが必要であるとの意見があげられています。 

 

（２）施策の方向性 

地域で暮らしてきた人と移住定住者がお互いを尊重しながら、共に信頼し合って暮らす

ことのできる町の実現を目指します。 

①移住・定住してきた人への支援 

○移住・定住してきた人へのアフターフォローを行うとともに、住民との間での交流機

会をこれまで以上に充実し、相互理解を深められる取り組みを進めます。 

②支援窓口、情報発信の充実 

○相談窓口のワンストップ化を図るとともに、オンライン移住相談の充実、本町の魅力

や活躍している人のライフスタイルを移住・定住支援ポータルサイトやＳＮＳ等で情

報発信し、多様な働き方や暮らし方を望む声に対応していきます。 
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８．感染症患者等の人権 

（１）まとめ 

国では、令和３年（2021 年）に「新型インフルエンザ等対策特別措置法等の一部を改正

する法律」が施行され、新型コロナウイルス感染症の感染者やその家族、医療従事者等の

人権が尊重され、差別的な取り扱いを受けることのないよう、新たに偏見や差別を防止す

るための規定が設けられました。また、今なおＨＩＶ感染症やハンセン病、新潟水俣病患

者などに関しては、正しい知識と理解が十分普及していないために、患者やその家族に対

する偏見が存在しています。 

さらに、感染症については、「感染する」という特性のために、ややもすると患者の排除

につながりかねない側面を持っています。「感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に

関する法律◎3」に基づき、患者やその家族などへの差別や風評被害が発生しないよう、迅速

な情報提供と啓発に努め、患者に対し良質かつ適切な対応が行われなければなりません。 

人権に関する町民意識調査からは、感染症について根拠のない噂が流れたり、本人の意

思を無視して感染した事実を晒されるなどの問題があげられています。感染症患者等の人

権尊重を周知・啓発する必要があります。 

 

（２）施策の方向性 

根拠のない情報による、感染症患者等に対する偏見を解消する必要があります。感染症

患者等の人権を守るために、次のような施策に取り組みます。 

①感染症に関する正しい理解の促進や差別意識の解消に向けた啓発 

○各種感染症を理由とした差別や風評被害が行われないように、注意啓発に取り組みま

す。 

○国・県などの相談窓口を広く町民に周知します。 

○学校教育においては、授業の中で感染症について正しい知識と理解が得られるように

努めます。 
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９．インターネットにおける人権 

（１）まとめ 

パソコンやスマートフォンの普及した現在では、インターネットを利用して世界的な情

報を即時に得られるようになりました。また、ＳＮＳを利用することにより、世界中の人

とのつながりを築くことも可能となっています。一方で、インターネット上には様々な情

報が氾濫しており、匿名での情報提供が可能な特性を悪用して、本人の了解なしにプライ

ベートな情報を公表したり、個人を誹謗中傷したり、差別的な内容を書き込んだりするな

ど、いじめや人権侵害につながる事例が発生しています。また、インターネット上で仲良

くなった人と実際に会う約束をした結果、犯罪に巻き込まれるといった事件も全国で発生

しています。このため、利用者がインターネットの正しい利用の仕方やマナーを学ぶとと

もに、インターネット上で不適切な書き込みを見つけたときや被害にあったときの対処方

法の周知が必要となっています。 

また、企業や医療機関、学校などにおける個人情報の流出も起こっており、企業の情報

漏えいが社会問題として取り上げられることが多くなっています。それぞれの社会的な責

任として、情報を外部に漏らさない・持ち出さないという適切な管理が求められています。 

人権に関する町民意識調査からは、インターネット上で子ども同士が中傷の書き込みを

したり仲間外れにすることや、他人の誹謗中傷や差別的な表現など人権を侵害するサイト

があることが問題であるという結果が出ています。 

 

（２）施策の方向性 

今後、情報化がますます進んでいく社会の中で、インターネットにおける人権は、より

重要性を増していくと考えられます。そのため、一人ひとりが正しい知識やマナーを身に

つけられるよう啓発活動を推進していきます。 

①インターネットの正しい利用マナーの普及 

○学校において、子どもたちがインターネットの正しい利用方法を身につけるための学

習を進めます。 

○定期的なインターネットサイトのモニタリングを行い、人権侵害と思われるものは削

除を要請することで人権侵害の早期発見と抑制を図ります。 

②個人情報の保護に関わる取り組みの推進 

○職員への、個人情報保護の取り扱い研修等を通して個人情報を外部に漏らさない、持

ち出さないなど、個人情報の守秘と管理の徹底を行います。 
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10．セクシュアルマイノリティ◎16の人権 

（１）まとめ 

令和５年（2023 年）に「ＬＧＢＴ理解増進法※15」が施行されるなど、近年におけるセク

シュアルマイノリティに関する取り組みは、大きな広がりを見せています。 

これまで、世の中には「男性」と「女性」しかいない、異性を好きになることが当たり前

であると広く考えられてきました。 

しかし、人間の性は「男性」と「女性」の２つに分けられるほど単純なものではなく、性

自認＝「こころの性」と生物学的な性＝「からだの性」が一致せず違和感のある人、また、

性的指向においても、同性を好きになる人、好きになる相手の性別にこだわらない人、恋

愛感情を抱かない人たちもいます。 

こうした性自認や性的指向の人たちのことは、セクシュアルマイノリティ（性的少数者）

などといわれ、メディアをはじめ、様々な機会を通じて広く知られるようになりましたが、

いまだに差別意識が残っていることや、好奇の目で見るなど、セクシュアルマイノリティ

の人々に対する偏見は根強いものとなっています。また、本人が意図しない暴露（アウテ

ィング）なども存在し、セクシュアルマイノリティの人権は守られていないケースが多く

あります。 

今後は、セクシュアルマイノリティに対して正しい理解を深め、いかなる性的指向や性

自認のあり方であっても差別しない社会を目指すことが求められています。 

 
（２）施策の方向性 

セクシュアルマイノリティに対する関心は世界的に見ても高くなっており、どのような

性的指向や性自認を持っていたとしても、特別視することなく、すべての人がありのまま

の自分でいられるような社会を目指す必要があります。 

①セクシュアルマイノリティについての正しい理解の普及 

○すべての町民に対して、セクシュアルマイノリティに対する偏見や差別をなくすため

の啓発に取り組みます。 

②セクシュアルマイノリティに関する相談体制の充実 

○セクシュアルマイノリティについて、悩みや不安を抱える人が、安心して相談できる

体制づくりに努めます。 

○多様なあり方に関する理解促進に向けて、町職員及び教職員への研修を行います。 
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11．その他の人権 

これまで述べてきた重点的に取り組むべき人権課題のほかにも、今日の社会環境の変化に

伴い、北朝鮮当局による人権侵害問題、犯罪被害者とその家族の人権問題、刑を終えて出所

した人とその家族の人権問題、アイヌの人々の人権問題、路上生活者（ホームレス）の人権

問題、災害時の人権問題など様々な人権問題が存在します。これらの人権問題についても、

正しい理解と認識を深め、差別や偏見のない人権が尊重される町を目指し、より一層の人権

教育・啓発の推進に努めます。 

 

北朝鮮当局による人権侵害問題 

平成 18 年（2006 年）に、「拉致問題その他北朝鮮当局による人権侵害問題への対処に関す

る法律」が施行されましたが、いまだに被害者の多くについて、安否に関する納得のいく説

明がありません。 

北朝鮮当局による人権侵害問題への認識を深めるため、国では毎年 12月 10日から 12月

16日を「北朝鮮人権侵害問題啓発週間」と設定しています。本町においても、国や県と連携

し啓発活動を進めます。 

 

犯罪被害者とその家族の人権問題 

様々な犯罪があとを絶たず、誰もが犯罪の被害者になる可能性があります。そして犯罪被

害者は、犯罪という理不尽な被害により、直接的な被害と、被害後の精神的・経済的な「二次

被害」に苦しめられます。 

犯罪被害者とその家族が安心して暮らすため、専門的な心のケアなどの支援に加え、周り

の住民による正しい理解が必要となります。 

 

刑を終えて出所した人とその家族の人権問題 

平成 28 年（2016 年）には、「再犯防止推進法※16」が施行されました。 

刑を終えて出所した人は、更生して社会復帰したいという意志を持っているにも関わらず、

就職差別や入居拒否など、社会復帰の機会を妨げられることがあります。社会復帰のために

は、本人の強い意志とともに、職場・地域社会など、周りの人々の理解と協力が必要です。 

また、罪を犯した人の家族は、家族というだけで誹謗中傷をはじめとした様々な人権侵害

を受けることがあります。このような被害を防ぐためには、町民一人ひとりの人権意識の向

上が求められます。 

犯罪から社会を守り、安心して暮らせる社会を築くためには、警察や司法が、犯罪の取締

りを強化し、犯罪者を罰するだけでは十分ではありません。罪を犯した人が再犯しないよう

温かく支援する地域社会づくりが重要になります。 
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アイヌの人々の人権問題 

アイヌの人々は、古くから北海道を中心にサハリン、千島列島などに先住していましたが、

近世以降の同化政策◎20 と、民族の高齢化により、独自の文化の保存・伝承の基盤が失われつ

つあります。また、アイヌの人々に対する理解不足から、就職や結婚などにおける差別や偏

見も存在しています。 

アイヌの人々に対する理解を深め、文化・伝統を尊重することが大切です。 

 

路上生活者（ホームレス）の人権問題 

様々な事情から、公園や道路・駅などでの生活を余儀なくされている人々の中には、働い

て自立したいという意志を持っているにも関わらず、差別や偏見を受けている人が少なくあ

りません。また、ホームレスに対する暴力事件や嫌がらせなども発生しています。 

就労機会や住居の確保、生活相談などの対策とともに、地域社会においてホームレスの自

立を支援していくことが必要です。 

 

災害時の人権問題 

平成 23 年（2011 年）３月 11 日に発生した東日本大震災では、多くの人々が避難生活を

余儀なくされました。そのような事態の中で、避難生活でプライバシーが守られないことや、

要支援者（障がいのある人、高齢者、乳幼児、妊産婦など）に対して十分な配慮が行き届かな

いなど、多くの問題が見られました。また、原子力発電所の事故により、被災地からの避難

者に対する差別や偏見も人権侵害として大きな問題となっています。 

近年、大規模地震に加え、豪雨による水害や大型台風など多くの自然災害が発生していま

す。本町でも、災害時において人権尊重の視点に立った被災者支援ができる体制整備に努め

ます。 
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用語集 

（１）法令の略称と正式名称の対応表 

略称（本計画内の記載） 正式名称 施行年 

※1 障害者差別解消法 障害を理由とする差別の解消の推進に関

する法律 
平成 28 年（2016 年） 

※2 人権教育・啓発推進法 人権教育及び人権啓発の推進に関する法

律 
平成 12 年（2000 年） 

※3 ヘイトスピーチ解消法 本邦外出身者に対する不当な差別的言動

の解消に向けた取組の推進に関する法律 
平成 28 年（2016 年） 

※4 部落差別解消推進法 部落差別の解消の推進に関する法律 
平成 28 年（2016 年） 

※5 子どもの貧困対策推進法 子どもの貧困対策の推進に関する法律 
平成 26 年（2014 年） 

※6 政治分野における男女共同参

画推進法 

政治分野における男女共同参画の推進に

関する法律 
平成 30 年（2018 年） 

※7 アイヌ支援法 アイヌの人々の誇りが尊重される社会を

実現するための施策の推進に関する法律 
令和元年（2019 年） 

※8 ＤＶ防止法 配偶者からの暴力の防止及び被害者の保

護等に関する法律 
平成 13 年（2001 年） 

※9 女性活躍推進法 女性の職業生活における活躍の推進に関

する法律 
平成 27 年（2015 年） 

※10 高齢者虐待防止法 高齢者虐待の防止、高齢者の養護者に対

する支援等に関する法律 
平成 18 年（2006 年） 

※11 成年後見制度利用促進法 成年後見制度の利用の促進に関する法律 
平成 28 年（2016 年） 

※12 障害者雇用促進法 障害者の雇用の促進等に関する法律 
昭和 35 年（1960 年） 

※13 プロバイダ責任制限法 特定電気通信役務提供者の損害賠償責任

の制限及び発信者情報の開示に関する法

律 

平成 14 年（2002 年） 

※14 リベンジポルノ防止法 私事性的画像記録の提供等による被害の

防止に関する法律 
平成 26 年（2014 年） 

※15 ＬＧＢＴ理解増進法 性的指向及びジェンダーアイデンティテ

ィの多様性に関する国民の理解の増進に

関する法律 

令和５年（2023 年） 

※16 再犯防止推進法 再犯の防止等の推進に関する法律 
平成 28 年（2016 年） 
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（２）用語集（アイウエオ順） 

◎1 インクルーシブ教育 学校教育の現場、特に初等教育や中等教育段階において、障がい

のある子どもが大半の時間を障がいのない子どもとともに通常の

学級で包括的な教育を受けること。 

◎2 えせ同和行為 同和問題を口実にして、会社や個人に不当・不法な要求をし、利

益や利権を得ようとすること。 

◎3 感染症の予防及び感染症の患

者に対する医療に関する法律 

感染症をめぐる状況の変化や感染症の患者等が置かれてきた状

況を踏まえ、感染症の患者等の人権を尊重しつつ、良質で適切な医

療の提供を確保し、感染症に迅速かつ適確に対応するため制定さ

れた法律。 

◎4 国際人権規約 昭和 41 年（1966 年）12月に国連総会で採択された条約。①経

済的、社会的及び文化的権利に関する国際規約、②市民的及び政治

的権利に関する国際規約、③市民的及び政治的権利に関する国際

規約の選択議定書の３つの条約の総称。日本は、①と②の２つの規

約について、昭和 54 年（1979 年）に締結している。 

◎5 子どもの権利条約 平成元年（1989 年）に国連総会で採択された条約。子どもの意

見表明権、思想・表現の自由、子どもに関する差別の禁止、生命・

教育に関する権利、経済的搾取からの保護等、子どもの権利に関し

て包括的に規定している。日本は、平成６年（1994 年）に締結し

ている。 

◎6 自尊感情 自分自身をかけがえのない存在として認め、欠点も含めて自分

自身を認め好きになる感情。似た言葉として、「自己肯定感」「自

己存在感」「自己効力感」「自己有用感」がある。 

◎7 児童虐待 保護者や児童を監護する者が、その監護する子ども（18歳に満

たない者）について行う、身体的虐待、性的虐待、養育の放棄・怠

慢（ネグレクト）、心理的虐待。 

◎8 人権教育・啓発に関する基本

計画 

「人権教育及び人権啓発の推進に関する法律」第７条の規定に

基づき、人権教育及び人権啓発に関する施策の総合的かつ計画的

な推進を図るため、平成 14 年（2002 年）に国が策定した計画。 

◎9 人権教育のための国連 10 年 平成６年(1994 年）の国連総会において、平成７年(1995 年）か

ら平成 16 年(2004 年）までを「人権教育のための国連 10 年」と

することが決議された。この決議では、各国において「人権という

普遍的文化」が構築されることを目指しており、その「行動計画」

では、あらゆる学習の場における人権教育の推進、マスメディアの

活用、世界人権宣言の世界への普及などの５つの主要目的が掲げ

られた。 
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◎10 人権教育のための世界計画 平成 16 年（2004 年）の国連総会において、「人権教育のため

の国連 10 年」を引き継ぐ形で、平成 17 年（2005 年）から３年ご

とのフェーズで計画を実施する「人権教育のための世界計画」が策

定された。その後、フェーズが２年延長され、平成 17 年（2005

年）から平成 21 年（2009 年）が第１フェーズ、平成 22 年（2010

年）から平成 26 年（2014 年）が第２フェーズ、平成 27 年（2015

年）から令和元年（2019 年）が第３フェーズ、令和２年（2020 年）

から令和６年（2024 年）が第４フェーズとして取り組みが進めら

れている。 

◎11 人権擁護委員 人権の侵犯を監視・救済し、人権思想の普及高揚に努めるため

に、法務大臣の委嘱で全国市区町村に置かれている委員。 

◎12 人種差別撤廃条約 「あらゆる形態の人種差別の撤廃に関する条約」の略。昭和 40

年（1965 年）に国連総会で採択された条約。締結国が人権及び基

本的自由の平等を確保するため、あらゆる形態の人種差別を撤廃

する政策などを、すべての適当な方法により遅滞なくとること等

を主な内容としている。日本は、平成７年（1995 年）に締結して

いる。 

◎13 成年後見制度 知的障がいのある人、精神障がいのある人、高齢者などで、主と

して判断能力が十分でない人の財産などについて、その人の意思

に即して保全活用され、また日常生活において、主体性がよりよく

実現されるように、財産管理や日常生活上の援助をする制度。 

◎14 性別役割分担意識 「男は仕事、女は家庭」等に表されるように、性別によって適し

た役割や能力・活動する分野があり、それを分担し合うのが当然、

あるいは自然だとする固定観念のこと。 

◎15 セクシュアル・ハラスメント 性的なうわさを流したり、身体への不必要な接触や性的関係の

強要など、相手の気持ちに反した、性的ないやがらせ。 

◎16 セクシュアルマイノリティ 同性に恋愛感情を抱く人や、自分の身体の性に違和感を覚える

人、男女どちらにも恋愛感情を抱かない人、自分自身の性を決めら

れない・わからない人など、性的指向や性自認が少数派の人々の総

称。（法務省人権擁護局より一部抜粋） 

◎17 多文化共生社会 国籍や民族などの異なる人々が、互いの文化的違いを認め合い、

対等な関係を築こうとしながら、地域社会の構成員として共に生

きる社会。 

◎18 男女共同参画社会 男女の人権が等しく尊重され、自らの意思によってあらゆる分

野でいきいきと活躍でき、お互いが支え合いながら、喜びも責任も

分かち合える社会。 

◎19 ＤＶ（ドメスティック・バイ

オレンス） 

夫婦間・パートナー間の暴力をいう。身体的暴力に限らず、精神

的・経済的・性的など、あらゆる形の暴力が含まれる。 
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◎20 同化政策 力を持つ民族が、他の民族（もしくは集団）に対して自らの文化

や伝統を受け入れるよう強いる政策。 

◎21 パワー・ハラスメント 職場で、権力や地位を利用して、上司が部下に嫌がらせをするこ

と。 

◎22 マタニティ・ハラスメント 職場で、妊娠、出産、子育てなどをきっかけとして嫌がらせや不

利益な扱いを行うこと。 

◎23 ユニバーサルデザイン 文化、言語、国籍、年齢、障がいの有無、能力の如何を問わずに

利用することができるように設計・デザインをする考え方のこと。 
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⼈権教育及び⼈権啓発の推進に関する法律（人権教育・啓発推進法） 

（平成 12 年 12月 6日） 

（法律第 147号） 

 

（目的） 

第１条 この法律は、人権の尊重の緊要性に関する認識の高まり、社会的身分、門地、人種、

信条又は性別による不当な差別の発生等の人権侵害の現状その他人権の擁護に関する内外

の情勢にかんがみ、人権教育及び人権啓発に関する施策の推進について、国、地方公共団

体及び国民の責務を明らかにするとともに、必要な措置を定め、もって人権の擁護に資す

ることを目的とする。 

 

（定義） 

第２条 この法律において、人権教育とは、人権尊重の精神の涵養を目的とする教育活動を

いい、人権啓発とは、国民の間に人権尊重の理念を普及させ、及びそれに対する国民の理

解を深めることを目的とする広報その他の啓発活動（人権教育を除く。）をいう。 

 

（基本理念） 

第３条 国及び地方公共団体が行う人権教育及び人権啓発は、学校、地域、家庭、職域その

他の様々な場を通じて、国民が、その発達段階に応じ、人権尊重の理念に対する理解を深

め、これを体得することができるよう、多様な機会の提供、効果的な手法の採用、国民の

自主性の尊重及び実施機関の中立性の確保を旨として行われなければならない。 

 

（国の責務） 

第４条 国は、前条に定める人権教育及び人権啓発の基本理念（以下「基本理念」という。）

にのっとり、人権教育及び人権啓発に関する施策を策定し、及び実施する責務を有する。 

 

（地方公共団体の責務） 

第５条 地方公共団体は、基本理念にのっとり、国との連携を図りつつ、その地域の実情を

踏まえ、人権教育及び人権啓発に関する施策を策定し、及び実施する責務を有する。 

 

（国民の責務） 

第６条 国民は、人権尊重の精神の涵養に努めるとともに、人権が尊重される社会の実現に

寄与するよう努めなければならない。 

 

（基本計画の策定） 

第７条 国は、人権教育及び人権啓発に関する施策の総合的かつ計画的な推進を図るため、

人権教育及び人権啓発に関する基本的な計画を策定しなければならない。 
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（年次報告） 

第８条 政府は、毎年、国会に、政府が講じた人権教育及び人権啓発に関する施策について

の報告を提出しなければならない。 

 

（財政上の措置） 

第９条 国は、人権教育及び人権啓発に関する施策を実施する地方公共団体に対し 、当該施

策に係る事業の委託その他の方法により、財政上の措置を講ずることができる。 

 

附 則 

（施行期日） 

第 1 条 この法律は、公布の日から施行する。ただし、第８条規定は、この法律の施行の日

の属する年度の翌年度以後に講じる人権教育及び人権啓発に関する施策について適用する。 

 

（見直し） 

第２条 この法律は、この法律の施行の日から３年以内に、人権擁護施策推進法（平成８年

法律第 120号）第３条第２項に基づく人権が侵害された場合における被害者の救済に関す

る施策の充実に関する基本的事項についての人権擁護推進審議会の調査審議の結果をも踏

まえ、見直しを行うものとする。  
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障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律（障害者差別解消法） 

（平成 25 年 6月 26日公布） 

（平成 28 年 4月 1日施行） 

（法律第 65号） 

 

（目的） 

第１条 この法律は、障害者基本法（昭和四十五年法律第八十四号）の基本的な理念にのっ

とり、全ての障害者が、障害者でない者と等しく、基本的人権を享有する個人としてその

尊厳が重んぜられ、その尊厳にふさわしい生活を保障される権利を有することを踏まえ、

障害を理由とする差別の解消の推進に関する基本的な事項、行政機関等及び事業者におけ

る障害を理由とする差別を解消するための措置等を定めることにより、障害を理由とする

差別の解消を推進し、もって全ての国民が、障害の有無によって分け隔てられることなく、

相互に人格と個性を尊重し合いながら共生する社会の実現に資することを目的とする。 

 

（定義） 

第２条 この法律において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めると

ころによる。 

一 障害者 身体障害、知的障害、精神障害（発達障害を含む。）その他の心身の機能の障

害（以下「障害」と総称する。）がある者であって、障害及び社会的障壁により継続的に

日常生活又は社会生活に相当な制限を受ける状態にあるものをいう。 

二 社会的障壁 障害がある者にとって日常生活又は社会生活を営む上で障壁となるよう

な社会における事物、制度、慣行、観念その他一切のものをいう。 

三 行政機関等 国の行政機関、独立行政法人等、地方公共団体（地方公営企業法（昭和

二十七年法律第二百九十二号）第三章の規定の適用を受ける地方公共団体の経営する企

業を除く。第七号、第十条及び附則第四条第一項において同じ。）及び地方独立行政法人

をいう。 

四 国の行政機関 次に掲げる機関をいう。 

イ 法律の規定に基づき内閣に置かれる機関（内閣府を除く。）及び内閣の所轄の下に置

かれる機関 

ロ 内閣府、宮内庁並びに内閣府設置法（平成十一年法律第八十九号）第四十九条第一

項及び第二項に規定する機関（これらの機関のうちニの政令で定める機関が置かれる

機関にあっては、当該政令で定める機関を除く。） 

ハ 国家行政組織法（昭和二十三年法律第百二十号）第三条第二項に規定する機関（ホ

の政令で定める機関が置かれる機関にあっては、当該政令で定める機関を除く。） 

ニ 内閣府設置法第三十九条及び第五十五条並びに宮内庁法（昭和二十二年法律第七十

号）第十六条第二項の機関並びに内閣府設置法第四十条及び第五十六条（宮内庁法第

十八条第一項において準用する場合を含む。）の特別の機関で、政令で定めるもの 
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ホ 国家行政組織法第八条の二の施設等機関及び同法第八条の三の特別の機関で、政令

で定めるもの 

ヘ 会計検査院 

五 独立行政法人等 次に掲げる法人をいう。 

イ 独立行政法人（独立行政法人通則法（平成十一年法律第百三号）第二条第一項に規 

 定する独立行政法人をいう。ロにおいて同じ。） 

ロ 法律により直接に設立された法人、特別の法律により特別の設立行為をもって設立

された法人（独立行政法人を除く。）又は特別の法律により設立され、かつ、その設立

に関し行政庁の認可を要する法人のうち、政令で定めるもの 

六 地方独立行政法人 地方独立行政法人法（平成十五年法律第百十八号）第二条第一項

に規定する地方独立行政法人（同法第二十一条第三号に掲げる業務を行うものを除く。）

をいう。 

七 事業者 商業その他の事業を行う者（国、独立行政法人等、地方公共団体及び地方独

立行政法人を除く。）をいう。 

 

（国及び地方公共団体の責務） 

第３条 国及び地方公共団体は、この法律の趣旨にのっとり、障害を理由とする差別の解消

の推進に関して必要な施策を策定し、及びこれを実施しなければならない。 

 

（国民の責務） 

第４条 国民は、第一条に規定する社会を実現する上で障害を理由とする差別の解消が重要

であることに鑑み、障害を理由とする差別の解消の推進に寄与するよう努めなければなら

ない。 

 

（社会的障壁の除去の実施についての必要かつ合理的な配慮に関する環境の整備） 

第５条 行政機関等及び事業者は、社会的障壁の除去の実施についての必要かつ合理的な配

慮を的確に行うため、自ら設置する施設の構造の改善及び設備の整備、関係職員に対する

研修その他の必要な環境の整備に努めなければならない。 

 

第二章 障害を理由とする差別の解消の推進に関する基本方針 

 

第６条 政府は、障害を理由とする差別の解消の推進に関する施策を総合的かつ一体的に実

施するため、障害を理由とする差別の解消の推進に関する基本方針（以下「基本方針」と

いう。）を定めなければならない。 

２ 基本方針は、次に掲げる事項について定めるものとする。 

一 障害を理由とする差別の解消の推進に関する施策に関する基本的な方向 

二 行政機関等が講ずべき障害を理由とする差別を解消するための措置に関する基本的な 

  事項 

三 事業者が講ずべき障害を理由とする差別を解消するための措置に関する基本的な事項 
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四 その他障害を理由とする差別の解消の推進に関する施策に関する重要事項 

３ 内閣総理大臣は、基本方針の案を作成し、閣議の決定を求めなければならない。 

４ 内閣総理大臣は、基本方針の案を作成しようとするときは、あらかじめ、障害者その他

の関係者の意見を反映させるために必要な措置を講ずるとともに、障害者政策委員会の意

見を聴かなければならない。 

５ 内閣総理大臣は、第三項の規定による閣議の決定があったときは、遅滞なく、基本方針

を公表しなければならない。 

６ 前三項の規定は、基本方針の変更について準用する。 

 

第三章 行政機関等及び事業者における障害を理由とする差別を解消するための措置 

 

（行政機関等における障害を理由とする差別の禁止） 

第７条 行政機関等は、その事務又は事業を行うに当たり、障害を理由として障害者でない

者と不当な差別的取扱いをすることにより、障害者の権利利益を侵害してはならない。 

２ 行政機関等は、その事務又は事業を行うに当たり、障害者から現に社会的障壁の除去を

必要としている旨の意思の表明があった場合において、その実施に伴う負担が過重でない

ときは、障害者の権利利益を侵害することとならないよう、当該障害者の性別、年齢及び

障害の状態に応じて、社会的障壁の除去の実施について必要かつ合理的な配慮をしなけれ

ばならない。 

 

（事業者における障害を理由とする差別の禁止） 

第８条 事業者は、その事業を行うに当たり、障害を理由として障害者でない者と不当な差

別的取扱いをすることにより、障害者の権利利益を侵害してはならない。 

２ 事業者は、その事業を行うに当たり、障害者から現に社会的障壁の除去を必要としてい

る旨の意思の表明があった場合において、その実施に伴う負担が過重でないときは、障害

者の権利利益を侵害することとならないよう、当該障害者の性別、年齢及び障害の状態に

応じて、社会的障壁の除去の実施について必要かつ合理的な配慮をするように努めなけれ

ばならない。 

 

（国等職員対応要領） 

第９条 国の行政機関の長及び独立行政法人等は、基本方針に即して、第七条に規定する事

項に関し、当該国の行政機関及び独立行政法人等の職員が適切に対応するために必要な要

領（以下この条及び附則第三条において「国等職員対応要領」という。）を定めるものとす

る。 

２ 国の行政機関の長及び独立行政法人等は、国等職員対応要領を定めようとするときは、

あらかじめ、障害者その他の関係者の意見を反映させるために必要な措置を講じなければ

ならない。 

３ 国の行政機関の長及び独立行政法人等は、国等職員対応要領を定めたときは、遅滞なく、

これを公表しなければならない。 
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４ 前二項の規定は、国等職員対応要領の変更について準用する。 

 

（地方公共団体等職員対応要領） 

第 10条 地方公共団体の機関及び地方独立行政法人は、基本方針に即して、第七条に規定す

る事項に関し、当該地方公共団体の機関及び地方独立行政法人の職員が適切に対応するた

めに必要な要領（以下この条及び附則第四条において「地方公共団体等職員対応要領」と

いう。）を定めるよう努めるものとする。 

２ 地方公共団体の機関及び地方独立行政法人は、地方公共団体等職員対応要領を定めよう

とするときは、あらかじめ、障害者その他の関係者の意見を反映させるために必要な措置

を講ずるよう努めなければならない。 

３ 地方公共団体の機関及び地方独立行政法人は、地方公共団体等職員対応要領を定めたと

きは、遅滞なく、これを公表するよう努めなければならない。 

４ 国は、地方公共団体の機関及び地方独立行政法人による地方公共団体等職員対応要領の

作成に協力しなければならない。 

５ 前三項の規定は、地方公共団体等職員対応要領の変更について準用する。 

 

（事業者のための対応指針） 

第 11条 主務大臣は、基本方針に即して、第八条に規定する事項に関し、事業者が適切に対

応するために必要な指針（以下「対応指針」という。）を定めるものとする。 

２ 第九条第二項から第四項までの規定は、対応指針について準用する。 

 

（報告の徴収並びに助言、指導及び勧告） 

第 12条 主務大臣は、第八条の規定の施行に関し、特に必要があると認めるときは、対応指

針に定める事項について、当該事業者に対し、報告を求め、又は助言、指導若しくは勧告

をすることができる。 

 

（事業主による措置に関する特例） 

第 13 条 行政機関等及び事業者が事業主としての立場で労働者に対して行う障害を理由と

する差別を解消するための措置については、障害者の雇用の促進等に関する法律（昭和三

十五年法律第百二十三号）の定めるところによる。 

 

第四章 障害を理由とする差別を解消するための支援措置 

 

（相談及び紛争の防止等のための体制の整備） 

第 14 条 国及び地方公共団体は、障害者及びその家族その他の関係者からの障害を理由と

する差別に関する相談に的確に応ずるとともに、障害を理由とする差別に関する紛争の防

止又は解決を図ることができるよう必要な体制の整備を図るものとする。 

 

 



55 

（啓発活動） 

第 15 条 国及び地方公共団体は、障害を理由とする差別の解消について国民の関心と理解

を深めるとともに、特に、障害を理由とする差別の解消を妨げている諸要因の解消を図る

ため、必要な啓発活動を行うものとする。 

 

（情報の収集、整理及び提供） 

第 16条 国は、障害を理由とする差別を解消するための取組に資するよう、国内外における

障害を理由とする差別及びその解消のための取組に関する情報の収集、整理及び提供を行

うものとする。 

 

（障害者差別解消支援地域協議会） 

第 17条 国及び地方公共団体の機関であって、医療、介護、教育その他の障害者の自立と社

会参加に関連する分野の事務に従事するもの（以下この項及び次条第二項において「関係

機関」という。）は、当該地方公共団体の区域において関係機関が行う障害を理由とする差

別に関する相談及び当該相談に係る事例を踏まえた障害を理由とする差別を解消するため

の取組を効果的かつ円滑に行うため、関係機関により構成される障害者差別解消支援地域

協議会（以下「協議会」という。）を組織することができる。 

２ 前項の規定により協議会を組織する国及び地方公共団体の機関は、必要があると認める

ときは、協議会に次に掲げる者を構成員として加えることができる。 

一 特定非営利活動促進法（平成十年法律第七号）第二条第二項に規定する特定非営利 

活動法人その他の団体 

二 学識経験者 

三 その他当該国及び地方公共団体の機関が必要と認める者 

 

（協議会の事務等） 

第 18条 協議会は、前条第一項の目的を達するため、必要な情報を交換するとともに、障害

者からの相談及び当該相談に係る事例を踏まえた障害を理由とする差別を解消するための

取組に関する協議を行うものとする。 

２ 関係機関及び前条第二項の構成員（次項において「構成機関等」という。）は、前項の協

議の結果に基づき、当該相談に係る事例を踏まえた障害を理由とする差別を解消するため

の取組を行うものとする。 

３ 協議会は、第一項に規定する情報の交換及び協議を行うため必要があると認めるとき、

又は構成機関等が行う相談及び当該相談に係る事例を踏まえた障害を理由とする差別を解

消するための取組に関し他の構成機関等から要請があった場合において必要があると認め

るときは、構成機関等に対し、相談を行った障害者及び差別に係る事案に関する情報の提

供、意見の表明その他の必要な協力を求めることができる。 

４ 協議会の庶務は、協議会を構成する地方公共団体において処理する。 

５ 協議会が組織されたときは、当該地方公共団体は、内閣府令で定めるところにより、そ

の旨を公表しなければならない。 
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（秘密保持義務） 

第 19 条 協議会の事務に従事する者又は協議会の事務に従事していた者は、正当な理由な

く、協議会の事務に関して知り得た秘密を漏らしてはならない。 

 

（協議会の定める事項） 

第 20条 前三条に定めるもののほか、協議会の組織及び運営に関し必要な事項は、協議会が

定める。 

  

第五章 雑則 

 

（主務大臣） 

第 21 条 この法律における主務大臣は、対応指針の対象となる事業者の事業を所管する大

臣又は国家公安委員会とする。 

 

（地方公共団体が処理する事務） 

第 22条 第十二条に規定する主務大臣の権限に属する事務は、政令で定めるところにより、

地方公共団体の長その他の執行機関が行うこととすることができる。 

 

（権限の委任） 

第 23 条 この法律の規定により主務大臣の権限に属する事項は、政令で定めるところによ

り、その所属の職員に委任することができる。 

 

（政令への委任） 

第 24 条 この法律に定めるもののほか、この法律の実施のため必要な事項は、政令で定め

る。 

 

第六章 罰則 

 

第 25 条 第十九条の規定に違反した者は、一年以下の懲役又は五十万円以下の罰金に処す

る。 

 

第 26条 第十二条の規定による報告をせず、又は虚偽の報告をした者は、二十万円以下の過

料に処する。 

  

附 則 抄 

（施行期日） 

第１条 この法律は、平成二十八年四月一日から施行する。ただし、次条から附則第六条ま

での規定は、公布の日から施行する。 
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（基本方針に関する経過措置） 

第２条 政府は、この法律の施行前においても、第六条の規定の例により、基本方針を定め

ることができる。この場合において、内閣総理大臣は、この法律の施行前においても、同

条の規定の例により、これを公表することができる。 

２ 前項の規定により定められた基本方針は、この法律の施行の日において第六条の規定に

より定められたものとみなす。 

 

（国等職員対応要領に関する経過措置） 

第３条 国の行政機関の長及び独立行政法人等は、この法律の施行前においても、第九条の

規定の例により、国等職員対応要領を定め、これを公表することができる。 

２ 前項の規定により定められた国等職員対応要領は、この法律の施行の日において第九条

の規定により定められたものとみなす。 

 

（地方公共団体等職員対応要領に関する経過措置） 

第４条 地方公共団体の機関及び地方独立行政法人は、この法律の施行前においても、第十

条の規定の例により、地方公共団体等職員対応要領を定め、これを公表することができる。 

２ 前項の規定により定められた地方公共団体等職員対応要領は、この法律の施行の日にお

いて第十条の規定により定められたものとみなす。 

 

 

（対応指針に関する経過措置） 

第５条 主務大臣は、この法律の施行前においても、第十一条の規定の例により、対応指針

を定め、これを公表することができる。 

２ 前項の規定により定められた対応指針は、この法律の施行の日において第十一条の規定

により定められたものとみなす。 

 

（政令への委任） 

第６条 この附則に規定するもののほか、この法律の施行に関し必要な経過措置は、政令で

定める。 

 

（検討） 

第７条 政府は、この法律の施行後三年を経過した場合において、第八条第二項に規定する 

社会的障壁の除去の実施についての必要かつ合理的な配慮の在り方その他この法律の施行の

状況について検討を加え、必要があると認めるときは、その結果に応じて所要の見直しを

行うものとする。 
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附 則 （令和四年六月一七日法律第六八号） 抄 

（施行期日） 

１ この法律は、刑法等一部改正法施行日から施行する。ただし、次の各号に掲げる規定

は、当該各号に定める日から施行する。 

一 第五百九条の規定 公布の日  
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本邦外出⾝者に対する不当な差別的⾔動の解消に向けた取組の

推進に関する法律（ヘイトスピーチ解消法） 

（平成 28 年 6月 3日公布・施行） 

（法律第 68号） 

 

我が国においては、近年、本邦の域外にある国又は地域の出身であることを理由として、

適法に居住するその出身者又はその子孫を、我が国の地域社会から排除することを煽動する

不当な差別的言動が行われ、その出身者又はその子孫が多大な苦痛を強いられるとともに、

当該地域社会に深刻な亀裂を生じさせている。 

もとより、このような不当な差別的言動はあってはならず、こうした事態をこのまま看過

することは、国際社会において我が国の占める地位に照らしても、ふさわしいものではない。 

ここに、このような不当な差別的言動は許されないことを宣言するとともに、更なる人権

教育と人権啓発などを通じて、国民に周知を図り、その理解と協力を得つつ、不当な差別的

言動の解消に向けた取組を推進すべく、この法律を制定する。 

 

第一章 総則 

 

（目的） 

第１条 この法律は、本邦外出身者に対する不当な差別的言動の解消が喫緊の課題であるこ

とに鑑み、その解消に向けた取組について、基本理念を定め、及び国等の責務を明らかに

するとともに、基本的施策を定め、これを推進することを目的とする。 

 

（定義） 

第２条 この法律において「本邦外出身者に対する不当な差別的言動」とは、専ら本邦の域

外にある国若しくは地域の出身である者又はその子孫であって適法に居住するもの（以下

この条において「本邦外出身者」という。）に対する差別的意識を助長し又は誘発する目的

で公然とその生命、身体、自由、名誉若しくは財産に危害を加える旨を告知し又は本邦外

出身者を著しく侮蔑するなど、本邦の域外にある国又は地域の出身であることを理由とし

て、本邦外出身者を地域社会から排除することを煽動する不当な差別的言動をいう。 

 

（基本理念） 

第３条 国民は、本邦外出身者に対する不当な差別的言動の解消の必要性に対する理解を深

めるとともに、本邦外出身者に対する不当な差別的言動のない社会の実現に寄与するよう

努めなければならない。 

 

（国及び地方公共団体の責務） 

第４条 国は、本邦外出身者に対する不当な差別的言動の解消に向けた取組に関する施策を

実施するとともに、地方公共団体が実施する本邦外出身者に対する不当な差別的言動の解
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消に向けた取組に関する施策を推進するために必要な助言その他の措置を講ずる責務を有

する。 

２ 地方公共団体は、本邦外出身者に対する不当な差別的言動の解消に向けた取組に関し、

国との適切な役割分担を踏まえて、当該地域の実情に応じた施策を講ずるよう努めるもの

とする。 

 

第二章 基本的施策 

 

（相談体制の整備） 

第５条 国は、本邦外出身者に対する不当な差別的言動に関する相談に的確に応ずるととも

に、これに関する紛争の防止又は解決を図ることができるよう、必要な体制を整備するも

のとする。 

２ 地方公共団体は、国との適切な役割分担を踏まえて、当該地域の実情に応じ、本邦外出

身者に対する不当な差別的言動に関する相談に的確に応ずるとともに、これに関する紛争

の防止又は解決を図ることができるよう、必要な体制を整備するよう努めるものとする。 

 

（教育の充実等） 

第６条 国は、本邦外出身者に対する不当な差別的言動を解消するための教育活動を実施す

るとともに、そのために必要な取組を行うものとする。 

２ 地方公共団体は、国との適切な役割分担を踏まえて、当該地域の実情に応じ、本邦外出

身者に対する不当な差別的言動を解消するための教育活動を実施するとともに、そのため

に必要な取組を行うよう努めるものとする。 

 

（啓発活動等） 

第７条 国は、本邦外出身者に対する不当な差別的言動の解消の必要性について、国民に周

知し、その理解を深めることを目的とする広報その他の啓発活動を実施するとともに、そ

のために必要な取組を行うものとする。 

２ 地方公共団体は、国との適切な役割分担を踏まえて、当該地域の実情に応じ、本邦外出

身者に対する不当な差別的言動の解消の必要性について、住民に周知し、その理解を深め

ることを目的とする広報その他の啓発活動を実施するとともに、そのために必要な取組を

行うよう努めるものとする。 

 

附 則 

（施行期日） 

１この法律は、公布の日から施行する。 

 

（不当な差別的言動に係る取組についての検討） 

２ 不当な差別的言動に係る取組については、この法律の施行後における本邦外出身者に対

する不当な差別的言動の実態等を勘案し、必要に応じ、検討が加えられるものとする。 
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部落差別の解消の推進に関する法律（部落差別解消推進法） 

（平成 28 年 12月 16日公布・施行） 

（法律第 109号） 

 

（目的） 

第１条 この法律は、現在もなお部落差別が存在するとともに、情報化の進展に伴って部落

差別に関する状況の変化が生じていることを踏まえ、全ての国民に基本的人権の享有を保

障する日本国憲法の理念にのっとり、部落差別は許されないものであるとの認識の下にこ

れを解消することが重要な課題であることに鑑み、部落差別の解消に関し、基本理念を定

め、並びに国及び地方公共団体の責務を明らかにするとともに、相談体制の充実等につい

て定めることにより、部落差別の解消を推進し、もって部落差別のない社会を実現するこ

とを目的とする。 

 

（基本理念） 

第２条 部落差別の解消に関する施策は、全ての国民が等しく基本的人権を享有するかけが

えのない個人として尊重されるものであるとの理念にのっとり、部落差別を解消する必要

性に対する国民一人一人の理解を深めるよう努めることにより、部落差別のない社会を実

現することを旨として、行われなければならない。 

 

（国及び地方公共団体の責務） 

第３条 国は、前条の基本理念にのっとり、部落差別の解消に関する施策を講ずるとともに、

地方公共団体が講ずる部落差別の解消に関する施策を推進するために必要な情報の提供、

指導及び助言を行う責務を有する。 

２地方公共団体は、前条の基本理念にのっとり、部落差別の解消に関し、国との適切な役割

分担を踏まえて、国及び他の地方公共団体との連携を図りつつ、その地域の実情に応じた

施策を講ずるよう努めるものとする。 

 

（相談体制の充実） 

第４条 国は、部落差別に関する相談に的確に応ずるための体制の充実を図るものとする。 

２ 地方公共団体は、国との適切な役割分担を踏まえて、その地域の実情に応じ、部落差別

に関する相談に的確に応ずるための体制の充実を図るよう努めるものとする。 

 

（教育及び啓発） 

第５条 国は、部落差別を解消するため、必要な教育及び啓発を行うものとする。 

２ 地方公共団体は、国との適切な役割分担を踏まえて、その地域の実情に応じ、部落差別

を解消するため、必要な教育及び啓発を行うよう努めるものとする。 
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（部落差別の実態に係る調査） 

第６条 国は、部落差別の解消に関する施策の実施に資するため、地方公共団体の協力を得

て、部落差別の実態に係る調査を行うものとする。 

 

附 則 

この法律は、公布の日から施行する。 
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関 良子 湯沢町 健康福祉部長 
令和３年度(2021年度） 

～令和４年度(2022年度） 

古川 健一 湯沢町 子育て教育部長  

秋山 正道 新潟工科大学 教授 アドバイザー 

 （順不同・敬称略） 
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計画の策定経過 

開催日 回 内容 

令和３年（2021年） 

12月27日 

第１回 湯沢町人権教育・

啓発推進計画策定委員会 

推進計画策定の趣旨、全体スケジュール

及び町民意識調査について 

令和４年（2022年） 

３月24日 

第２回 湯沢町人権教育・

啓発推進計画策定委員会 

町民意識調査（アンケート調査）の実施

内容等について 

令和４年（2022年） 

６月３日 

第３回 湯沢町人権教育・

啓発推進計画策定委員会 

町民意識調査（アンケート調査）の質問

項目等について 

令和４年（2022年） 

10月5日 

第４回 湯沢町人権教育・

啓発推進計画策定委員会 

町民意識調査（アンケート調査）の集計

結果等について 

令和５年（2023年） 

３月27日 

第５回 湯沢町人権教育・

啓発推進計画策定委員会 

湯沢町人権教育・啓発推進計画骨子案

(第１章から第２章)について 

令和５年（2023年） 

８月２日 

第６回 湯沢町人権教育・

啓発推進計画策定委員会 

湯沢町人権教育・啓発推進計画骨子案

(第３章から第４章)について 

令和５年（2023年） 

12月18日 

第７回 湯沢町人権教育・

啓発推進計画策定委員会 

湯沢町人権教育・啓発推進計画骨子案

(全体の見直し)について 
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